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1．我が国が抱える課題
　2060年の日本の人口は現在の約3分の2まで減少する一
方、高齢者は増加の一途をたどり、人口の40％が65歳以
上となる前人未到の超高齢社会が到来すると言われてい
る。この背景には医療技術の進化による平均寿命の延伸

（男性81.25歳、女性87.32歳）があり、近い将来、多くの方
がごく自然に100歳を迎える時代になると考えられる。一方
で、健康寿命（健康上の問題で日常生活が制限されること
なく生活できる期間）は、男性で72.14歳、女性で74.79歳と、
平均寿命と大きな乖離を示している。その乖離年数は男性で
9.11歳、女性で12.53歳となっており、介護や病気、寝たきり
の期間がそれだけ長期間にわたっているということになる。
　これに伴い問題となってきているのが医療費の増大であ
る。人は一生で約2,700万円の医療費がかかり、その半分
を70歳以降の人生で使うというデータがある。一般に、現
役時代は不摂生な生活習慣を送っていたとしても大病を患
うことは少なく、多くは現役を退いてから生活習慣病を発
症するケースが多い。この結果、高齢者人口の増加に伴い
医療費は増大し、公的医療保険制度を支える国や自治体の
財政を圧迫、新たな社会問題となってきている。2017年度
の国民医療費は過去最高の43兆円を超えており、65歳以
上の高齢者医療費は約26兆円と医療費全体の約6割を占め
ている。このことから、医療費の適正化を図るためには、
高齢期の慢性期治療から若い頃からの疾病予防や健康管
理に重点を移すべきであると考える。これは国が目指す

「人生100年時代」を見据えた生涯現役社会の実現のため
に必要不可欠なことであり、誰もが健康で充実した人生を
過ごせる健康寿命の延伸に資するものである。

2．自治体のヘルスケア事業の現状
　ヘルスケア分野は、高齢化や健康・医療ニーズの多様化
を背景に公的保険内サービスの充実に加えて、健康増進・

生活習慣病予防サービスなどの多様な公的保険外サービス
への期待が高まっている。国としても成長戦略の重要な柱
の一つとして、市場や雇用の創出が見込まれる分野と位置
付けており、具体的には、需要と供給の好循環を生み出す
視点に基づき、「企業や健康保険組合などによる健康投資
の促進」「公的保険外のヘルスケア産業の創出」を推進して
いる。このような中、地域ぐるみでヘルスケアサービスの創
出・提供の仕組みを構築することが期待されている。しか
しながら、地域住民の健康管理は基本的に自治体が担っ
ているが、自治体の規模や人口構成、財源など自治体間
で著しい差があり、住民に向けて本格的なヘルスケア事業
に取り組める自治体は限られる。
　特に小規模自治体では、投資効果を上げられるノウハウ
が限られていることから、大規模な住民向けのヘルスケア
事業に取り組めないといった事情を抱えている。加えて、
①地方自治体の歳出決算額に占めるヘルスケア事業にかか
る固定経費の割合が非常に大きい、②行政コストの効率
化が見込めるプログラムが存在したとしても、財政の硬直
度が高い地方自治体にとっては、政策経費は非常に貴重で
あるため新規導入の際のハードルが高い、③健康・医療
分野では必ずしも単年度での実施によって社会的便益が
評価できるわけではないため、有望なプログラムが存在し
ても新規導入のための予算獲得が困難である、といった課
題が存在すると国も認識している。＊1

3．自治体連携によるヘルスケアプロジェクト
　これらを解決するために、「健

けん

幸
こう

」をまちづくりの基本に
据えた新しい都市モデル「Smart Wellness City（スマー
トウェルネスシティ）」の構築を目指す首長の同志が集まり

「Smart Wellness City首長研究会」（以下、SWC首長研究
会）＊2が2009年に発足。その後2015年には、産官学の幅広
い英知を集めて課題解決する団体として「一般社団法人ス

＊1　経済産業省「ヘルスケア分野におけるソーシャルインパクトボンド導入の可能性について」より引用。
＊2　SWC首長研究会は、「健幸」をまちづくりの基本に据えた新しい都市モデル「Smart Wellness City」の構築を目指す首長の

集まり。事務局は国立大学法人筑波大学久野研究室。現在、41都道府県97市区町村（2019年10月時点）が参加し、「Smart 
Wellness City」の実現に向けて、毎年2回の研究会を定期的に開催している。
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マートウエルネスコミュニティ協議会」が設立され、弊社も
同協議会に加盟し活動に参加している。この両者は車の両
輪のような関係であり、健康・医療といった従来型のアプ
ローチにとどまらず、まちづくり、スポーツ振興など多様な
テーマに目を向け、様々な取組みを連携して行っている。
　同協議会は、①インセンティブ制度・ビジネス分科会、
②健幸アンバサダー・人材育成分科会、③AI・情報銀行
データ利活用分科会、④スポーツ・レガシー分科会、⑤ま
ちづくり分科会の5つのテーマで活動。それぞれの分科会
は、SWC首長研究会の参加自治体で取り組みを実施し、
その成果をSWC首長研究会で報告・共有している。
　この取組みの中で、弊社は、ICT（情報技術通信）の進
化により、遠隔でも複数の自治体が連携して「健幸まちづ
くり」に取り組むことが可能であること、また、これにより
事業実施面のコストを大幅に削減できることに着目。同じ
く、同協議会に加盟している株式会社つくばウエルネスリ
サーチとともに、SWC首長研究会の参加自治体に働きかけ
をしてきた。そしてこの主旨に賛同していただいた、川西市

（兵庫県）、見附市（新潟県）、白子町（千葉県）による3市
町連携の「広域自治体連携によるSIBヘルスケアプロジェク
ト」が2018年4月よりスタート。SWC首長研究会参加自治
体からの第1期コンソーシアムとなる本プロジェクトは、参加
者を5年後に3市町で1万人以上、医療費抑制額は1.8億円
を目標達成指標に設定し、現在、約7,000人の住民が参加
している。
　現在、第2期目のコンソーシアムとなる「飛び地連携型大
規模ヘルスケアプロジェクト」が2019年7月より取組みを行っ
ている。宇部市（山口県）、遠野市（岩手県）、八幡市（京
都府）、指宿市（鹿児島県）、美里町（埼玉県）の5市町に
よる国内最大規模の2万人参加、年間12億円の医療費・介
護給付費の抑制を目指している。これらのコンソーシアム
に参画する自治体は互いに隣接はしていないが、ICTを活
用することで県域を越えた遠隔地の自治体同士でもプロ
ジェクトの一体運用が可能となり、これまで単独では取り
組めなかった大規模な住民向けヘルスケア事業が実施でき
るようになったのが特徴である。
　資金面では、第1期・第2期ともに、各自治体の金融機
関や市民・事業者からの資金に基づき運営するSIB（ソー
シャル・インパクト・ボンド）を活用している。SIBとは、
行政から民間へ委託する際の手法の一つ。事業の成果を
評価して可視化し、それに評価結果と支払いを紐付けたも
ので、成果連動型民間委託契約のうち民間からの資金調

達を行うスキームである。
　従来の行政の委託事業では、成果の如何に関わらず、
役務の遂行に対して当初合意された対価が支払われてい
た。これに対してSIBを活用した事業では、当事者同士が
事業開始の段階で成果のKPI（単年度目標）・KGI（最終
目標）を共有し、対価はこの成果に応じて支払われる。こ
のことから、行政は直接の費用負担を増加させることなく、
健康増進・医療費削減に向けた新たな取組みを実施するこ
とが可能となる。
　一方、単一自治体単位でSIBを活用しようとしても事務
経費などが高くなりがちで、小規模自治体では導入が困難
であるといった課題がある。今回のコンソーシアムでは、
これを解決するために自治体同士が連携。コストダウンが
図れることから、小規模自治体でもSIBを活用したヘルス
ケア事業に取り組めるようになった。同時に、自治体が民
間のノウハウを活用しながら社会的課題を解決することも
期待される。
　ただし、必ずしもSIBによる資金調達が「健幸まちづくり」
プロジェクト実施にあたっての最適解ではなく、状況に応
じた最適な手法を選択することが重要である。

4．ICTを活用した「タニタ健康プログラム」
　住民向けヘルスケア事業の展開にあたっては、多くの住
民の参加を募るとともに、参加者の行動変容を促す仕組み
づくりが課題となる。弊社では、これらのコンソーシアムに
サービス事業者として参画。弊社によるICTを活用した医
療費適正化パッケージ「タニタ健康プログラム」のほか、
健康行動に対してポイントを付与する「健幸ポイント」シス
テムを提供している。
　弊社が提供する「タニタ健康プログラム」は、通信機能
を備えた体組成計・活動量計・血圧計を用いてワンストッ
プかつ継続して集団の健康管理を行う取組みで、遠隔地で
も同一サービスの提供やデータ連携が可能である。この特
徴を生かして、利用者の体や行動の変化をシステム上で「見
える化」すると同時に、計測データに基づいた個別運動目
標の自動設定、取組状況に応じたアドバイスを定期的に提
供することで、利用者のヘルスリテラシー向上につなげるこ
とができる。
　また、自治体の健康増進事業は、健康づくりへの無関
心層も含め地域全体を健康へ導く取組みが求められる。そ
こで期待されるのがインセンティブ制度である。これは、
健康に関心のある人だけでなく、無関心層も含めた多数の

特　集　  ICTと健康長寿命
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住民に対して運動をするきっかけや続ける動機付けに効果
的である。
　この分野において弊社では、多くのエビデンスを保有す
る、つくばウエルネスリサーチと連携。自治体がインセンティ
ブ制度を導入するにあたり必要なパッケージを「健幸ポイン
ト」 システムとしてワンストップで提供している。具体的に
は、日々の健康づくりの努力と成果（歩数・体組成データ・
計測継続など）に応じて「健幸ポイント」を付与・管理す
る仕組みである。貯まったポイントは、地元の商業施設で
利用可能な商品券などに交換することができるといったイ
ンセンティブを付与することで、利用者のモチベーション向
上を図っている。

5．「食」を通じたまちづくり
　弊社は、健康づくりで重要な「食事」面でもソリューショ
ンを持つ。その一例が、「タニタ監修メニュー提供店」の
取組みである。株式会社タニタの社員食堂＊3のレシピコン
セプトに基づき弊社とタニタの管理栄養士が地域の飲食店
と連携して、その店のメニューを健康的にアレンジする取
組みである。これにより、住民が「タニタ監修メニュー提

供店」にわざわざ食べに行くことで、運動は少し苦手な方
でも日々の歩数の増加が期待できるとともに、健康的な食
習慣を身に付けるきっかけとなる。また、同メニュー提供
店は地域のコミュニティの拠点となるほか、食事をすること
で「健幸ポイント」が付与されたり、逆に、貯まった「健
幸ポイント」で食事ができたりと、健康行動を促す効果も
期待できる。
　このほか弊社では、タニタグループの食事業を担ってい
る株式会社タニタ食堂が運営する「タニタカフェ」＊3と、地
域の飲食店とがメニューコラボした「タニタカフェコラボ店」
とも連携している。同コラボ店は、タニタカフェオリジナル
メニューのほか飲食店のメニューを健康的にアレンジした
監修メニューを提供するヘルシーカフェ。弊社では、気軽
に利用できる地域の健康情報発信拠点として、自治体と連
携して出店誘致を進めている。
　これらの「タニタ監修メニュー提供店」「タニタカフェコ
ラボ店」の展開は、地域における「食」を通じた健康づく
りに資するとともに、毎日異なる店舗を訪れる動機付けと
なり、市街地の回遊と活性化を図ることができるなど「ま
ちづくり」にも貢献している。

＊3　「タニタ社員食堂」「タニタカフェ」は株式会社タニタの登録商標。
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　このような「食」分野におけるソリューションを、ICTを
活用したソリューションと組み合わせて提供できることが弊
社の強みであり、自治体における住民向けヘルスケア事業
の目標達成に向けて大きな力となっている。

6．プロジェクト目標の達成に向けて
　プロジェクトの成否は、医療費・介護給付費の抑制など
といったKGI（最終目標）を達成するためのKPI（単年度
目標）の設定が重要となる。つまり「何を指標とするか」
また「目標達成のスキームをどう構築するか」である。弊
社ではアカデミアと連携し、各自治体の課題を踏まえなが
ら、エビデンスに基づき成果が上げられる指標の設定やス
キームの構築を提案している。
　例えば、プロジェクト参加者数では、「参加者数×1人当
たり医療・介護費抑制効果＝事業の総効果」となるため、
新規参加者の集客と既存参加者の継続率に着目し、それ
ぞれを管理指標としている。これに加え、健康無関心層対
策として、身近な健康無関心層に健康習慣を身に付けても
らうように働きかけをする「健幸アンバサダー」を住民から
募集。活躍していただくための養成講座を開設し、それを
受講した認定者数を目標値として設定している。これは、
クチコミによる健康情報伝達がヘルスリテラシー向上に効
果的であることが筑波大学の研究で明らかとなっているこ
とに基づくものである。このほか、身体活動量と医療費抑
制効果の関係についても、同大学や、つくばウエルネスリ
サーチの調査・研究により、1日当たりの平均歩数が多い
人ほど医療費が抑えられていることが明らかとなっている
ため平均歩数を目標値に設定するなどしている。
　このほか弊社では、プロジェクト関係者と目標達成に向
けたミーティングを定期的に開催。事業の進捗管理や目標
達成に向けたディスカッション､ SIBの仕組み構築等の課
題・成果の共有などを行っている。今後は、各自治体で独
自に事業継続ができるように、業績連動型配当の考え方を
導入し、地域から資金を集めてヘルスケア事業の資金とし
て充当していく仕組みを構築中である。

7．株式会社タニタヘルスリンク会社概要
　健康総合企業の株式会社タニタのグループ会社。自治体
や企業などに向けて「タニタ健康プログラム」の提供をは
じめとする健康サービス事業を展開している。
　会社名：株式会社タニタヘルスリンク
　設　立：2007年
　代表者：代表取締役社長　丹羽隆史
　資本金：38億7191万6672円
　所在地：東京都文京区後楽1-4-14 後楽森ビル8階
　事業内容：WEBサイト・アプリを用いた健康管理サービ

ス、管理栄養士・健康運動指導士による
ヒューマンサービス、通信対応健康計測機
器の販売など

8．「タニタ健康プログラム」とは
　医療費適正化パッケージ「タニタ健康プログラム」は、
2009年に株式会社タニタで健康経営の一環として社員向
けにスタート。その結果、加入健康保険組合全体の医療
費が増加する中、導入以前よりも約10％の医療費削減に成
功。誰もが簡単に「食事・運動・休養をバランス良く取る
健康サイクル」を実践することができることから、現在で
はこの仕組みを弊社でパッケージ化し、医療費適正化プロ
グラムとして自治体や企業、健康保険組合・共済組合など
に提供している。
　この取組みは、企業の成功事例として「平成24年版厚生
労働白書」において、「メタボ解消成功事例（職場編）」と
して紹介。タニタにおいて特定健診受診者96人のうち16人
が「積極的支援（いわゆるメタボリックシンドローム）」に
該当していたが、この取組みにより7人に減少したことが評
価されたものである。また、「平成26年版厚生労働白書」
でも健康寿命延伸の取組みとして再度紹介された。このほ
か、健康増進や生活習慣病の予防への貢献に資する優れた
取組みを表彰する「第2回健康寿命をのばそう！アワード」
において「厚生労働大臣最優秀賞」を受賞した。

特　集　  ICTと健康長寿命




